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2 0 2 3 年 1 1 月 

国 際 農 研 

 

アジアモンスーン地域農林水産技術カタログ個票作成要領 

 
１．趣旨 

2021 年 5 月、我が国では持続可能な食料システムの変革の達成に向けて、食料・農林水

産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現する「みどりの食料システム戦

略」が策定された。我が国の食料システムを変革するために開発された技術の中には、高温

多湿、稲作を主体とした農業、中小規模の農業者の割合が高いなどの特徴を共有するアジア

モンスーン地域に適用可能なものが多く存在する。同地域に適用可能な技術の実装を促進す

るため、農林水産省は 2022 年度 から「みどりの食料システム基盤農業技術のアジアモン

スーン地域応用促進事業」を開始し、国立研究開発法人国際農林水産業研究センター（国際

農研）が「グリーンアジアプロジェクト」として実施しているところ。 

本年3月、グリーンアジアプロジェクトの活動の一環として、関係機関との協力のもと、

「アジアモンスーン地域の生産力向上と持続性の両立に資する技術カタログVer.1.0（以下

「技術カタログ」という。）を作成し、9月にはVer.1.0に掲載した農業技術に加え、林業及

び水産業技術を加えたVer.2.0を作成し、公表した（例１）。本技術カタログは、近年（直

近 10 年程度）我が国が国内での研究あるいは国際共同研究で得た成果から、アジアモンス

ーン地域での活用が期待され、持続可能な食料システムの構築に貢献しうる技術をとりまと

めたものである。本カタログに掲載される技術については、アジアモンスーン地域の行政

官、研究者、普及担当、生産者、民間セクターを含む多様な関係者の参考となり、あるい

は、最適化や調整をとおして各地での実装につながることにより、アジアモンスーン地域諸

国における食料システムの変革の一助となることが期待される。 

今般、技術カタログVer.3.0に向けての作業に着手することとした。Ver.2.0には、国際農

研、農研機構、森林総研及び水産研究・教育機構の技術のみを掲載したが、Ver.3.0では、

大学で確立した技術についても掲載できればと考えており、技術カタログに掲載しうる技術

の個票作成について御協力をお願いしたい。 

 

２．掲載する個票の目安 

（１）我が国の研究機関が開発（共同研究による開発を含む）した技術であること。 

（２）アジアモンスーン地域において一定程度の広がりを持ったエリアでの応用促進が期待

される技術であること。 

（３）食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立に資する技術であること。 

（４）技術に関する学術論文等が公表されている等、技術の有効性を保証する客観的な証拠

が得られていること。 

（５）自然科学系の技術だけでなく、当該技術の経営評価等、社会科学系の研究成果も含め

てよい。 
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３．個票の記載の仕方について 

（１）全般 

 ・フォントサイズは様式のフォントサイズを標準とし、必要に応じて適宜調整すること。  

・政策立案者や普及員にも伝わるよう平易な記述とし、専門用語には注をつけて説明を記

載すること（例２）。 

・「概要」あるいは「背景・効果・留意点」と図表で用いる単位を揃えること。 

 例：概要で、「トン」を使用した場合、図表でも「kg」でなく、「トン」を使用 

 

（２）個別項目 

①タイトル 

技術名と期待される効果を示す内容とし、タイトルスペース内下揃えで、和文は2行

以内、英文は3行以内とする。 

例： メタン発酵消化液と間断かんがいの組合せによるメタン排出削減技術 

 

②持続可能な食料システムの構築に向けた貢献分野 

「みどりの食料システム戦略」の工程表を参考とすること。表現は後日、事務局で調

整・統一。複数の貢献が期待される場合は、重要なものを２点挙げる（例３）。 

（例）「温室効果ガス削減」、「化学肥料低減」、「化学農薬低減」、「資源管

理」、「バイオマス活用」、「労働生産性向上」、「気象災害の回避」 

 

③食料サプライチェーンの段階 

 この技術が食料サプライチェーンのどの段階を対象とするのかを示す。「調達」、

「生産」、「加工・流通」、「消費」のいずれかを記載。複数の段階を対象とする場

合は、重要なもの２点を挙げる（例４）。 

 

④技術開発成果のステージ 

 現状での技術開発成果のステージを示す。「実証」、「実装」のいずれかを記載。

技術群内に異なるステージがある場合は、双方の記載も可（例５）。 

「実証」「実装」については、TRL（技術成熟度レベル）*を参考とし、以下のとお

りとする。 

実証・・・実際の現場（農家等）での実証試験で成果が得られている場合 

実装・・・普及や販売、品種登録（出願を含む）等が開始されている場合 
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* NASAのTRL（技術成熟度レベル:Technology Readiness Level） 

基礎・・・1.科学的な基本原理・現象の発見、2.原理・現象の定式化応用的な

研究、3.技術コンセプトの確認（POC）、4.研究室レベルでのテス

ト、 

応用・・・5.想定使用環境でのテスト、6.実証・デモンストレーション（シス

テム）、7.トップユーザーテスト（システム） 

実装・・・8.パイロットライン、9.大量生産 

 

⑤対象品目 

特定の品目を挙げることができない場合、品目の総称にするか、分野等に置き換え

ること（例「品目：魚名」「分野：沿岸漁業」）。複数品目の併記も可（例６）。 

 

⑥概要 

 研究者以外のユーザーが読んだ場合でも、技術導入の効果が分かりやすい記載を行う

こと。また、この技術を導入することにより、どのようなメリットがあるのかが分かる

ようにすること。 

 （例：メタン排出量を約2割程度削減できる） 

 

⑦背景/効果/留意事項 

 ある国での試験結果や効果を記載した場合、それを他国で活用可能しようとする際の

留意点等も併せて記載すること。 

 

⑧図表 

 全ての図表と本文との関係が分かるよう、本文中に（図1、表1、英文ではFig.1、Table 

1）等と記載すること。写真については、図として扱う（写真１、写真２ではなく、図

１、図２とする）こと。 

 

⑨詳細情報 

 より詳細な情報の所在をQRコードとURLで提供（QRコード作成サイトは様式に記載）。

PDF版だけでなく冊子版も作成することから、視認性のため、提出時にはURLにリンクを埋

め込まない。PDF版のリンク埋め込みは、事務局が実施。 

 

⑩問い合わせ先 

 個票に記載した技術に関する質問や相談を受けられるメールアドレスを記載する。 

 

⑩⑪開発機関のロゴ 

個票に記載した技術を開発した研究機関のうち、我が国の代表機関のロゴを掲載する。
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複数の機関で開発した場合は、２機関ほどを選んでロゴを掲載すること（例７）。 
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４．留意事項 

⚫ 提出いただいた個票は、農林水産省が政策的観点等から精査することになっており、場

合によっては確認・修正依頼があることをご承知ください。 

 

５．作業スケジュール 

2023年11月：技術カタログVer.3.0作成に関する協力依頼 

2024年3月末：技術カタログ案の提出 

2024年8月末：調整終了 

2024年9月初旬印刷開始 
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カタログ個票の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１ 

タイトル。技術名と期待される効果

を示します。 

この技術が食料サプ

ライチェーンのどの段

階を対象とするのか

示します。「調達」

「生産」「加工・流

通」「消費」。 

現状での技術開発

成果のステージを示

します。「実証」ある

いは「実装」。 

この技術を開発した研究機関のう

ち、我が国の代表機関を示します。 

持続可能な食料システムの

構築に向けた貢献分野を示

します。 

共同研究機関や、詳しい技術情報は、QR

コードや URL のリンク先で確認可能です。 

各技術の問い合わせ先のメールアドレスを示

します。 

対象品目を示します。 
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専門用語等の説明の記載方法 
  

例２ 
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複数の貢献分野の記載方法 
  

例３ 
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複数のサプライチェーン段階の記載方法 

 

  

例４ 
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複数の技術開発ステージの記載方法 

 

  

例５ 
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複数の対象品目の記載方法 

 

  

例６ 
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複数の開発機関の記載方法 

 

例７ 


